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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期

第１四半期累計期間
第50期

第１四半期累計期間
第49期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (千円) 1,269,180 1,601,439 5,790,762

経常利益 (千円) 83,384 111,860 357,417

四半期(当期)純利益 (千円) 51,746 66,125 181,390

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 630,500 630,500 630,500

発行済株式総数 (株) 4,810,000 4,810,000 4,810,000

純資産額 (千円) 2,362,166 2,518,550 2,499,359

総資産額 (千円) 4,444,677 4,883,603 5,107,783

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 11.11 14.20 38.96

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 12.00

自己資本比率 (％) 53.1 51.6 48.9

(注) １．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

３．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、輸出関連企業の収益向上や雇用情勢が改善するなど、緩やかな回

復傾向で推移いたしましたが、一方で円安による輸入原材料の上昇や、消費者の節約志向からの持ち直しの遅れ、

不安定な欧州情勢による世界経済の下振れリスクなど、先行き不透明な状況が続きました。

情報サービス産業においては、業界全体の売上高は前年同期に比べ増加基調で推移しておりますが、技術者不足

や同業者間の受注競争激化など厳しい経営環境が続いております。

このような状況の中、当社は３ヵ年計画の３年目を迎え、引き続きパートナー企業の新規開拓・連携強化による

技術者確保、提案型ビジネスの推進など、売上拡大と安定的な稼働に注力してまいりました。

その結果、受注は堅調に推移し、売上高、営業利益ともにほぼ計画通りの水準で推移し、当第１四半期累計期間

の業績は、売上高1,601百万円（前年同期比26.2％増）、営業利益107百万円（前年同期比32.8％増）、経常利益111百

万円（前年同期比34.2％増）、四半期純利益66百万円（前年同期比27.8%増）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

① ソフトウェア開発事業

ソフトウェア開発事業は、受注が堅調に推移し、売上高1,575百万円（前年同期比27.0％増）、売上総利益204百

万円（前年同期比27.0％増）となりました。

② ＢＰＯエントリー事業

ＢＰＯエントリー事業（業務代行サービス）は、売上高26百万円（前年同期比8.9％減）、売上総損失3百万円

（前年同期は売上総利益0百万円）となりました。

(2) 財政状態の状況

（流動資産）

当第１四半期会計期間末における流動資産は3,896百万円（前事業年度末比271百万円減少）となりました。

主な要因は現金及び預金が減少したことによります。

（固定資産）

当第１四半期会計期間末における固定資産は987百万円（同47百万円増加）となりました。主な要因は投資そ

の他の資産が増加したことによります。

その結果、当第１四半期会計期間末における資産合計は4,883百万円（同224百万円減少）となりました。
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（流動負債）

当第１四半期会計期間末における流動負債は726百万円（同277百万円減少）となりました。主な要因は未払

法人税等及び賞与引当金が減少したことによります。

（固定負債）

当第１四半期会計期間末における固定負債は1,638百万円（同34百万円増加）となりました。これは退職給付

引当金が増加したことによります。

その結果、当第１四半期会計期間末における負債合計は2,365百万円（同243百万円減少）となりました。

（純資産）

当第１四半期会計期間末における純資産合計は2,518百万円（同19百万円増加）となりました。主な要因は四

半期純利益66百万円と配当金の支払55百万円による利益剰余金の増減であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 18,000,000

計 18,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年８月13日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 4,810,000 4,810,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数
100株

計 4,810,000 4,810,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

平成27年４月１日～
平成27年６月30日

― 4,810,000 ― 630,500 ― 553,700

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 153,800 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,655,600 46,556 ―

単元未満株式 普通株式 600 ― ―

発行済株式総数 4,810,000 ― ―

総株主の議決権 ― 46,556 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株63株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成27年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社 昭和システム
エンジニアリング

東京都中央区日本橋
小伝馬町15番18号

153,800 ― 153,800 3.19

計 ― 153,800 ― 153,800 3.19

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成27年４月１日から平成27

年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につ

いて、監査法人大手門会計事務所による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,295,290 2,986,996

売掛金 675,585 693,291

仕掛品 47,814 112,468

その他 149,181 103,270

流動資産合計 4,167,871 3,896,027

固定資産

有形固定資産 140,561 139,209

無形固定資産 8,681 7,311

投資その他の資産

繰延税金資産 492,141 499,022

その他 298,527 342,033

投資その他の資産合計 790,668 841,055

固定資産合計 939,911 987,576

資産合計 5,107,783 4,883,603

負債の部

流動負債

買掛金 264,085 264,067

短期借入金 10,000 10,000

未払法人税等 87,892 3,973

賞与引当金 331,590 137,886

その他 310,616 310,363

流動負債合計 1,004,184 726,291

固定負債

役員退職慰労未払金 60,973 60,973

退職給付引当金 1,543,266 1,577,788

固定負債合計 1,604,239 1,638,762

負債合計 2,608,424 2,365,053

純資産の部

株主資本

資本金 630,500 630,500

資本剰余金 553,700 553,700

利益剰余金 1,539,547 1,549,799

自己株式 △61,126 △61,126

株主資本合計 2,662,620 2,672,872

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 16,117 25,056

土地再評価差額金 △179,378 △179,378

評価・換算差額等合計 △163,261 △154,322

純資産合計 2,499,359 2,518,550

負債純資産合計 5,107,783 4,883,603
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 1,269,180 1,601,439

売上原価 1,106,948 1,399,794

売上総利益 162,231 201,645

販売費及び一般管理費 81,268 94,123

営業利益 80,962 107,522

営業外収益

受取利息 320 320

受取配当金 1,458 1,723

受取家賃 435 465

保険解約返戻金 － 1,609

雑収入 223 235

営業外収益合計 2,437 4,354

営業外費用

支払利息 15 15

営業外費用合計 15 15

経常利益 83,384 111,860

特別利益

固定資産売却益 － 204

特別利益合計 － 204

税引前四半期純利益 83,384 112,065

法人税、住民税及び事業税 1,048 6,184

法人税等調整額 30,590 39,754

法人税等合計 31,638 45,939

四半期純利益 51,746 66,125
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【注記事項】

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第１四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

減価償却費 3,264千円 3,116千円

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月20日
定時株主総会

普通株式 55,873 12 平成26年３月31日 平成26年６月23日 利益剰余金

Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月19日
定時株主総会

普通株式 55,873 12 平成27年３月31日 平成27年６月22日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント

合計

ソフトウエア開発事業 ＢＰＯエントリー事業

売 上 高 1,240,579 28,600 1,269,180

セグメント利益 161,354 876 162,231

(注) セグメント利益の合計は、四半期損益計算書の売上総利益と同額になっております。

Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント

合計

ソフトウエア開発事業 ＢＰＯエントリー事業

売 上 高 1,575,380 26,059 1,601,439

セグメント利益又は
セグメント損失（△）

204,958 △3,312 201,645

(注) セグメント利益又はセグメント損失（△）の合計は、四半期損益計算書の売上総利益と同額になっております。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第１四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 11円11銭 14円20銭

(算定上の基礎)

四半期純利益金額(千円) 51,746 66,125

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 51,746 66,125

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,656 4,656

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成27年８月12日

株式会社昭和システムエンジニアリング

取締役会 御中

監査法人大手門会計事務所

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士 植 木 暢 茂 印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士 武 川 博 一 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社昭和シ

ステムエンジニアリングの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第50期事業年度の第１四半期会計期間(平成27

年４月１日から平成27年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四

半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社昭和システムエンジニアリングの平成27年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

　
(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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